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1．はじめに 

1964 年、世界で最初の高速鉄道である東海道新幹線

が東京・大阪間で開業し、以後、高速鉄道のネットワー

クは日本、ヨーロッパや中国など様々な地域で拡大して

きた。また、今後は東南アジア、南アジア、南北アメリ

カなど世界各地で新たな高速鉄道の建設も計画されてい

る。そのような中で、従来は航空機が主な交通手段であ

った都市間輸送の市場において、高速鉄道と航空会社が

競合するような状況が世界中で増加している。例に挙げ

た東京・大阪間では、両地域を移動する旅客の 71.6%1)

が新幹線を利用している。東京・名古屋間は新幹線の所

要時間が約１時間半であり、新幹線のシェアが大半を占

めるが、ある程度の航空便数が維持されている。これは

東京の成田空港や羽田空港を利用する国際線乗継客の利

便性を図るためといった事情がある。 
現在、世界各地の高速鉄道と航空会社の大半は非協力

的な競争関係にあるが、それぞれの利潤や社会的便益を

考えた場合に、双方が協力関係を戦略的にとることも考

えられる。高速鉄道が公共部門によって運営される場合

は社会的便益を考慮してとるべき戦略を検討するととも

に、航空会社側の利潤にどのような影響を及ぼすかを検

討することも重要である。また、高速鉄道が民間企業に

よって運営されている場合、それぞれの企業は利潤最大

化を目的として戦略を検討するため、双方の利潤にどの

ような影響を及ぼすかに加え、それによって社会的便益

がどのように変化するかについて検討することも重要で

ある。 
Takebayashi1) は高速鉄道と航空会社の利潤最大化につ

いて、旅客会社の関係を一般化ナッシュ均衡、利用客の

行動についてはロジットモデルを用いた、確率的利用者

均衡を考え、協力・非協力のそれぞれの状況を検討し比

較した。また Xia and Zhang2) も同様に、効用関数を用い

て利用客の交通経路選択を考えている。高速鉄道と航空

会社の協力の組み合わせとして、前者の論文では高速鉄

道と国外の航空会社を、後者の論文では高速鉄道と国内

の航空会社をそれぞれ想定している。これらの論文にお

いてはそれぞれの組み合わせにおける協力と非協力の違

いについては検討されているが、協力の組み合わせ同士、

すなわち高速鉄道が国外航空会社と国内航空会社のどち

らと協力するかによって生まれる差異に関しては検討さ

れていない。そこで今回は上記の二つの論文と同様の単

純化した交通ネットワークモデルを用い、Takebayashi1) 

と同様なアプローチによりその双方を比較検討すること

で、各社の利潤や社会的便益に生じる差異を検討するこ

とを目的とした。 
また、Takebayashi1) では高速鉄道のオペレーションコ

ストについては十分小さいものであると仮定し、これを

モデル中に考慮していないが、コスト全体としてみた場

合、高速鉄道は航空会社と比較して多額の建設費が必要

となり、企業としての収益を考えた場合オペレーション

コストのみを単純に比較するだけでは、分析上では適切

とは言えない。そこで、本研究ではコストを固定費と変

動費に分けて設定することにより、固定費が大きく、変

動費が小さい高速鉄道と、固定費が小さく、変動費が大

きい航空会社の違いを表現するものとした。また、航空

会社と高速鉄道による交通輸送サービスの違いを垂直的

差別化として考えた Xia and Zhang2)の想定をふまえ、航

空会社に加えて高速鉄道においても運転本数を変数とし

て考慮する。これによって各交通機関におけるサービス

の変化を完全な垂直的差別化によるものであるとしてモ

デル化し、加えて便数、運転本数の増減による利潤、社

会的便益への影響についても検討する。 
モデルの大枠として、滑走路の混雑などの諸条件を考

慮した航空会社と利用客の行動に関する先行研究

Takebayashi3) 4) に倣い Bi-level モデルを適用することと
する。 
 
2．モデルの仮定 
 本研究において設定した仮定を以下に示す。 

 
 

図-１ 旅客会社と市場のネットワークモデル 
 
・ 図-１のようなネットワークモデルを想定する。 
・ 交通市場を国内と国外に分け、国内市場には Zone1

と Zone2の二つのエリアを設定する。 
・ Zone1 と Zone2 のそれぞれに Central Business 
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District(CBD)と空港を一か所ずつ設定する。 
・ 国内市場においてサービスを提供する主体として国

内航空会社 d と高速鉄道 r を設定し、国外市場にお
いて国内航空会社 dと国外航空会社 fを設定した。 

・ 高速鉄道の駅は CBD 内にあるものとし、空港は

CBD とは離れた位置にあると想定する。 
・ 国内の移動（CBD1⇔CBD2）には高速鉄道または

国内航空会社 dが提供するサービスを利用すること
ができる。 

・ 国内外の移動（空港 2⇔空港 3）には国内航空会社
d または国外航空会社 f が提供するサービスを利用
することができる。 

・ 交通サービスを提供する会社それぞれが利潤最大化
行動をとる場合（非協力的状況）と、航空会社 dと
高速鉄道 r が協力して利潤最大化行動をとる場合
（協力的状況）、航空会社 f と高速鉄道 r が協力し
て利潤最大化行動をとる場合（協力的状況）を想定

する。 
 
3．モデルの定式化 
3.1 記号 
 本稿で用いる記号を以下に示す。 

Ω OD ペアの集合 
𝑍 交通サービスを提供する会社の集合 (高

速鉄道: r、国内航空会社: d，国外航空会
社: f) 

𝑍𝑎 航空会社の集合（国内航空会社: d，国
外航空会社: f) 

𝜋𝑧 交通サービス提供会社𝑧 ∈ 𝑍の利潤関数 

𝐶𝑧 交通サービス提供会社𝑧 ∈ 𝑍以外の交通

サービス提供会社の集合 
𝐿𝑧 交通サービス提供会社𝑧 ∈ 𝑍によって提

供されるリンクの集合 
𝑥𝑘

𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘における交通量 
𝑢𝑘

𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘における利用者の

効用 
𝑓𝑙𝑧 リンク𝑙𝑧 ∈ 𝐿𝑧における運転本数 
𝑝𝑙𝑧 リンク𝑙𝑧 ∈ 𝐿𝑧における運賃 
𝑣𝑙𝑧 リンク𝑙𝑧 ∈ 𝐿𝑧における機材・車両のサ

イズ(航空機・列車の席数) 
𝛼𝑖  効用関数におけるパラメータ 
𝑝𝑘

𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘における運賃の合

計 
𝛿𝑙𝑧

𝑟𝑠𝑘 OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘がリンク𝑙𝑧を通る

とき 1、そうでないとき 0をとる変数 
𝐾𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠のルートの集合 
𝐿𝑘

𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘を構成するリンク

の集合 
𝑋𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠における交通需要 
𝑤𝑘

𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘における CBD との
接続に掛かる一般化費用 

𝐶𝑧
𝐹𝐼𝑋 交通サービス提供会社𝑧の固定費 

𝐶𝑙𝑧
𝑂𝑃 リンク𝑙𝑧 ∈ 𝐿𝑧におけるオペレーション

コスト(変動費) 
𝑡𝑘

𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘におけるアクセス/
イグレス時間を含む所要時間 

𝜃 確率的利用者均衡モデルにおける分散

パラメータ 
𝒇𝐿𝑧 リンク集合𝐿𝑧に設定する運行頻度ベク

トル 
𝒑𝐿𝑧 リンク集合𝐿𝑧に設定する運賃ベクトル 
𝒇̃𝐶𝑧 交通サービス提供会社の集合𝐶𝑧が保有

するリンク集合の運行頻度ベクトル 
𝒑̃𝐶𝑧 交通サービス提供会社の集合𝐶𝑧が保有

するリンク集合の運賃ベクトル 
∆𝑈𝑃 利用者余剰 
∆𝑈𝑧 交通機関𝑧の供給者余剰 
𝑊 交通機関同士が協力状態であることを

示す 
𝑊𝑂 交通機関同士が非協力状態であること

を示す 
 
3.2 交通機関運営会社の利潤の定式化 
すべての企業が非協力のとき、各社の利潤の関数は式

(1)で表される。 

max
𝒇𝐿𝑧

,𝒑𝐿𝑧
𝜋𝑧(𝒇𝐿𝑧

,𝒑𝐿𝑧
;𝒇̃𝐶𝑧 ,𝒑̃𝐶𝑧)  ∀z ∈ Z (1) 

航空会社𝑛 ∈ 𝑍𝑎と高速鉄道 r が協力するとき、航空会社
と高速鉄道は利潤の合計を事実上、一社の利潤として想

定するため、各社の利潤の関数はそれぞれ式(2),(3)で表
される。 

max
𝒇𝐿𝑛

,𝒇𝐿𝑟
,𝒑𝐿𝑛

,𝒑𝐿𝑟
𝜋𝑛 + 𝜋𝑟 (2) 

max
𝒇𝐿𝑛̅

,𝒑𝐿𝑛̅
𝜋𝑛̅ (3) 

以上の式において、利潤𝜋は式(4)のように定式化される。 
𝜋𝑧(𝒇𝐿𝑧

,𝒑𝐿𝑧
;𝒇̃𝐶𝑧 ,𝒑̃𝐶𝑧)

= ∑ ∑ ∑ 𝑝𝑙𝑧𝑥𝑘
𝑟𝑠𝛿𝑙𝑧

𝑟𝑠𝑘

𝑙𝑧∈𝐿𝑧𝑘∈𝐾𝑟𝑠𝑟𝑠∈Ω

− (𝐶𝑧
𝐹𝐼𝑋 + ∑ 𝐶𝑙𝑧

𝑂𝑃𝑓𝑙𝑧

𝑙𝑧∈𝐿𝑧

) 

(4) 

 
3.3 利用者の効用の定式化 
 利用者の行動は以下に示すような確率的配分モデルと

して定式化する。 

min 𝛤 (𝑥𝑘
𝑟𝑠)

=
1

𝜃
∑ ∑ 𝑥𝑘

𝑟𝑠

𝑘∈𝐾𝑟𝑠𝑟𝑠∈𝛺

(𝑙𝑛𝑥𝑘
𝑟𝑠 − 1) + ∑ ∑ 𝑢𝑘

𝑟𝑠𝑥𝑘
𝑟𝑠

𝑘∈𝐾𝑟𝑠𝑟𝑠∈𝛺

 

 

(5) 

OD ペア𝑟𝑠のルート𝑘における利用者の効用は式(6)で表
せる。 

𝑢𝑘
𝑟𝑠 = 𝛼1(𝑡𝑘

𝑟𝑠 + 𝑤𝑘
𝑟𝑠) + 𝛼2𝑝𝑘

𝑟𝑠 + ∑
𝛼3

𝑓𝑙
𝑙∈𝐿𝑘

𝑟𝑠

𝛿𝑙
𝑟𝑠𝑘  (6) 

また各 OD ペアにおける需要は一定であり、制約条件は
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式(7)のように定式化される。 

∑ 𝑥𝑘
𝑟𝑠 = 𝑋𝑟𝑠

𝑘∈𝐾𝑟𝑠

,     ∀𝑟𝑠 ∈ 𝛺 (7) 

 
3.4 社会的便益の定式化 
効用の差から、協力的行動による消費者余剰の変化

（利用者便益）は式(8)のように定式化される。 

∆𝑈𝑃 = ∑
𝜇𝑋𝑟𝑠

𝛼2
𝑟𝑠∈𝛺

{𝑙𝑛 ∑ 𝑒𝑥𝑝(−𝑢𝑘
𝑟𝑠𝑊/𝜇)

𝑘∈𝐾𝑟𝑠

− 𝑙𝑛 ∑ 𝑒𝑥𝑝(−𝑢𝑘
𝑟𝑠𝑊𝑂/𝜇)

𝑘∈𝐾𝑟𝑠

} 

(8) 

利潤の差から協力的行動による生産者余剰の変化は式

(9)のように定式化される。 

∆𝑈𝑍 = ∑(𝜋𝑧𝑊 − 𝜋𝑧𝑊𝑂)

𝑧∈𝑍

 (9) 

以上より、協力的行動による社会的便益は式(10)で表せ
る。 

∆𝑈 = ∆𝑈𝑃 + ∆𝑈𝑍 (10) 
 
4 まとめと今後の課題 
本研究では、従来、提案されてきた高速鉄道と航空会

社に関するモデルを発展させる形で、協力企業の組み合

わせの違いによる各企業の収益や社会的便益の変化につ

いて評価する手法を提案した。純粋に垂直的差別化され

た状態に近付けるため、コスト構造を改良し、新たに運

転本数の変化が収益や社会的便益に及ぼす影響について

も検討できるモデルとして定式化した。 
航空機同士や航空機と高速鉄道の乗継に関して、提案

するモデルでは運賃は単純に足し合わされるものとして

モデル化している。しかし、実際には同一会社のサービ

スを連続して利用した場合、運賃の割引がなされるのが

通例であるため、運賃の非加法性に関する検討が必要で

ある。また、近年航空業界では Low Cost Carrier (LCC)の
台頭が著しい。サービスの質的な観点から、従来の Full 
Service Carrier (FSC)とは異なる特徴を持つ。そのため、
所要時間と運賃の違いによる単純な垂直的差別化として

処理することは難しく、新たに移動時間信頼性などの要

素を変数として検討する必要がある。 
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